
第 21号議案

令和 4年度長岡京市国民健康保険事業特別会計予算

令和 4年度長岡京市国民健康保険事業特別会計予算は、次に定めるところに

よる。

(歳入歳出予算 )

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 7,569,398千 円と定

める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表歳入歳出

予算」による。

(歳 出予算の流用 )

第 2条 地方 自治法第 220条 第 2項ただ し書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとお りと定める。

(1)保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生 じた場合における款

内でのこれらの経費の各項の間の流用。

令 和 4年 2月 18日 提 出

長岡京市長 中小路 健  吾
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第 1表

歳  入

歳入歳出予算

項

1国 民健康保険料

1国民健康保険料

金 額

千円

1,356,911

1,356,911

2使用料及び手数料

3国庫支出金

1国庫補助金

388

388

2

2

4府支出金

1府補助金

5財産収入

1財産運用収入

6繰入金

1他会計繰入金

2基金繰入金

7繰越金

1繰越金

8諸収入

1延滞金及び過料

2雑入

5,407,015

5,407,015

1,052

1,052

790,200

562,200

228,000

1

1

13,829

3,990

9,839

歳 入 合 計 7,569,398
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歳   出
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|

|

| 項 金 額

1総務費

千円

131,552

1総務管理費 119,381

2徴収費 11,920

3運営協議会費 251

2保険給付費

1療養諸費

2高額療養費

3移送費

4出産育児諸費

5葬祭諸費

6精神 。結核医療付加金

7傷病手当金

3国保事業費納付金

1医療給付費分

2後期高齢者支援金等分

3介護納付金分

4共同事業拠出金

1共同事業拠出金

5,363,330

4,608,272

725,562

11

15,968

4,450

8,202

865

1,948,307

1,339,663

432,832

175,812

1

1

5保健事業費 100,686

23,022

77,664

6基金積立金 1,052

1,052

7諸支出金 4,470

4,469

1
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1保健事業費

2特定健康診査等事業費

1基金積立金

1償還金及び還付加算金

2繰出金
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8予備費

20,0001予備費

7,569,398

金 額

歳 出 合 計

千円

20,000
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歳入歳出予算事項別明細書
1総
(歳

括

入 )

前年度予算額

千円

1,374,625

比 較

千円

△ 17,714

493

款 本年度予算額

1国民健康保険料

千円

1,356,911

2使用料及び手数料 388 402 △ 14

3国庫支出金

4府支出金 5,407,015 4,982,818 424,197

5財産収入 1,052 14

6繰入金 790,200 626,379 163,821

7繰越金

8諸収入 13,829 13,336

歳 入 合 計 7,569,398 6,998,600 570,798
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(歳  出)

■わ
あヘ 本年度予算額 前年度予算額 比 較

千円

131,552

千 円 千 円

1総務費
０

一
△ 25,464

2保険給付費 5,363,330 4,951,960 ' 411,370

3同保事業費納付金 1,948,307 1,768,810 , 179,497

4共同事業拠出金 1 10 1 △ 9

5保健事業費 5,498

6基金積立金 1,052 1,038 14

7諸支出金 4,470 4,578 △ 108

8予備費 20,000 20,000

歳 出 合 計 7,569,398 6,998,600 570,798
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本 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

そ の 他
千 円 千 円

131,552

5,319,568 33,122

661,635 1,224,586

25,363 1 75,323

特

地
千 円

0

般 財 源

千 円

1,052

4,470

20,000

5,407,017 804,880 1,357,501
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2  歳   入

1款 国民健康保険料
1項 国民健康保険料

［
日 本年度予算額 前年度予算額 比 較

313 1,315 △ 1,002

1-般被保険者国民健康保険料

千円

1,356,598

千円

1,373,310

千円

△ 16,712

2退職被保険者等国民健康保険料
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節

区   分 金  額
説 明

1医療給付費分

現年分

千円

925,313

2医療給付費分

滞納繰越分

3後期高齢者支

援金分現年分

医療給付費分普通徴収分

医療給付費分特別徴収分

千円

780,589

144,724

2医療給付費分

滞納繰越分

27,516 医療給付費分滞納繰越分 27,516

3後期高齢者支

援金分現年分

294,264 後期高齢者支援金分普通徴収分

後期高齢者支援金分特別徴収分

247,941

46,323

4後期高齢者支

援金分滞納繰

越分

8,771 後期高齢者支援金分滞納繰越分 8,771

5介護納付金分

現年分

96,574 介護納付金分現年分 96,574

6介護納付金分

滞納繰越分

4,160.介 護納付金分滞納繰越分 4,160

1医療給付費分

現年分

医療給付費分現年分

189 医療給付費分滞納繰越分 189

後期高齢者支援金分現年分

4後期高齢者支

援金分滞納繰

越分

59 後期高齢者支援金分滞納繰越分 59

5介護納付金分

現年分

介護納付金分現年分
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Lヒ 較

千 円

本年度予算額

言|‐ r, 356, 91r l 1,374,625

口
い 前年度予算額

千 円千 円

△ 17,714

1款 国民健康保険料

1項 国民健康保険料

2款 使用料及び手数料

1項 手数料

1督促手数料 △ 14

澪十 388 1 402 △ 14

3款 国庫支出金

1項 国庫補助金

4款 府支出金

1項 府補助金

1保険給付費等交付金 5,407,015 4,982,818 424,197

1災害臨時特例交付金

2国民健康保険特別対策費補助金

―
〓―
―

計
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節
説 明

区  分 金  額

6介護納付金分

滞納繰越分

千円

62 介護納付金分滞納繰越分

千円

62

1督促手数料 国民健康保険料督促手数料 388

社会保障 。税

番号制度シス

テム整備費補

助金

災害臨時特例交付金

社会保障・税番号制度システム整備費国庫補助金

1災害臨時特例

交付金

1普通交付金 5,319,568 普通交付金 5,319,568

2特別交付金 87,447 特別交付金

特別交付金

特別交付金

(保険者努力支援分 )

(特別調整交付金分 )

(府繰入金 2号分)

28,702

125

33,257
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4款 府支出金

1項 府補助金

曰

【 本年度予算額

千 円

前年度予算額 比 較

千 円 千 円

言十 5,407,015 4,982,818 424,197

5款 財産収入

1項 財産運用収入

1利子及び配当金 1,052

計 1,052

1,038 14

1,038 14

6款 繰入金

1項 他会計繰入金

1-般会計繰入金 562,200 569,379 △ 7,179
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節
説 明

区  分 金  額

千 円 千円

25,363特別交付金 (特定健康診査分)

1利子及び配当

金

1,052 国民健康保険財政調整基金利子

国民健康保険出産費資金貸付基金利子

1,051

1

1保険基盤安定

制度繰入金

385,317 保険基盤安定繰入金 (保険料軽減分)

保険基盤安定繰入金 (保険者支援分)

253,832

131,485

出産育児一時金繰入金 10,6402出産育児一時

金繰入金

10,640

3財政安定化支

援事業繰入金

17,542 財政安定化支援事業繰入金 17,542

4職員給与費・

事務費繰入金

131,553 職員給与費・事務費繰入金 131,553

5その他一般繰

入金

14,192 その他一般繰入金 14,192

6未就学児均等

割保険料繰入

金

2,956 未就学児均等割保険料繰入金 2,956
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6款 繰入金

1項 他会計繰入金

6款 繰入金

2項 基金繰入金

1財政調整基金繰入金 228,000

計

57,000 171,000

０

〉
171,000

7款 繰越金

1項 繰越金

1-般繰越金

計 1

8款 諸収入

1項 延滞金及び過料

8款 諸収入

2項 雑入

1-般被保険者第二者納付金 5,426 5,619 △ 193

日

【 本年度予算額 前年度予算額

計

千円

562,200

千円

569,379

比 較

千円

△ 7,179

2003,900 3,7001-般被保険者延滞金

2退職被保険者等延滞金 100 △ 10

計 3,990 3,800 190
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節
説 明

区  分 金  額

千 円 千 円

1-般繰越金 前年度一般繰越金

1-般被保険者

第二者納付金

5,425 一般被保険者第二者納付金 5,425

228,000国民健康保険財政調整基金とりくず し228,0001財政 l,日整基金

繰入金

1-般被保険者

延滞金

3,900 一般被保険者延滞金 3,900

1退職被保険者

等延滞金

90 退職被保険者等延滞金 90

一国 15-

国民健康保険事業特別会計



8款 諸収入

2項 雑入

目 本年度予算額 前年度予算額 Lヒ 較

千 円

2退職被保険者等第二者納付金 50

千 円
|

千 円

50 0

3-般被保険者返納金

4退職被保険者等返納金

4 342 3,845 497

△ 220 22

5雑入 1 1

計 9,839 9,536 303

一国 16-



節

金   額
説 明

区   分

千 円 千円

l2-般 被保険者

第二者納付金

過年度分

一般被保険者第二者納付金過年度分

l退職被保険者

等第二者納付

金

50 退職被保険者等第二者納付金 50

l一般被保険者

返納金

3 一般被保険者無資格受診返納金 3,031

2-般被保険者 |

返納金過年度
i

1,311+_般被保険者返納金過年度分 1,311

分

l逃職被保険者

等返納金

19 退職被保険者等無資格受診返納金 19

2退職被保険者
|

退職被保険者等返納金過年度分

等返納金過年

度分

1雑入 一般療養給付費等過誤分返還金

一国 17-
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3  歳   出

1款 総務費

1項 総務管理費

前年度予算額

1 本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

日 本年度予算額 比 較
に

―
―
‐

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債

千円

そ の 他

千円

114,692

(財源内訳)

千円

136,744

千円

△ 22,052

千 円 千円

114,692

千 円

1-般管理費

職員給与費・事務費繰入金
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説 明

1報酬

節

区   分

2給料 41,959

33,183

242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

会計年度任用職員報酬 2人

普通旅費

特別旅費

消耗品費

印刷製本費

修繕料

通信運搬費

手数料

器具保守委託料

国保事業等システム変更委託料

国保事業等システム保守委託料

近畿都市国保保険者協議会負担金

オンライン資格確認等システム運営負担金

国保総合システム更改負担金

02医療費適正化対策事業

会計年度任用職員報酬 1人

990職員人件費

90職員人件費

会計年度任用職員報酬 1人

職員給料 13人

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外手当

管理職手当

期末勤勉手当

21,924

1,110

91,658

千 円

33

44

22

779

790

10

827

9,181

13

1,818

6,525

3

344

1,535

3職員手当等

4共済費

8旅費

10需用費

11役務費

12委託料

18負担金・補助

及び交付金

14,307

255

1,579

8 ５６

　

　

一

８ ２

1,110

2,020

41,959

156

5,054

949

1,620

5,990

1,150

17,862
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

国府支出金
一般財源

本年度予算額 前年度予算額 比   較

千 円 千 円

4,689

4,689

千 円千 円

139

119,381141,294 △ 21,913

日

【

0言十

地  方

119,381

債

千 円 千 円

職員給与費・事務費繰入金

4,550

千 円

2国保連合会

負担金

そ の イ也

4,689

(財源内訳 )

1款 総務費

1項 総務管理費

1款 総務費

2項 徴収費

1款 総務費

3項 運営協議会費

1運営協議会

費

|           |

2511         4291

(財源 内訳 )

職員給与費・事務費繰入金

△ 178 251

251

1賦課徴収費 11,9201 15,2931

(財源 内訳 )

職員給与費・事務費繰入金

△ 3,373 11,920

11,920

計 11,920 15,293 △ 3,373 11,920
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節

区  分 金   額
説 明

242年金 .保険制度の適正運用

01庶務管理事業

国保連合会負担金

4,689

4,689

会計年度任用職員期末手当

共済組合

厚生会

会計年度任用職員費用弁償 (通 勤手当相当分 )

千 円

4,689

千円

402

14,137

170

189

18負担金・補助

及び交付金

8旅費 242年金・保険制度の適正運用

01保険料賦課徴収事業

普通旅費

特別旅費

消耗品費

印刷製本費

修繕料

通信運搬費

京都地方税機構負担金

11,920
1

4,797

12

4

151

970

2

4,797

5,984

18負担金・補助

及び交付金

5,984

1報酬 250 242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

国民健康保険運営協議会委員報酬 13人

251

250

10需用費

一国 21-
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1款 総務費

3項 運営協議会費

2款 保険給付費

1項 療養諸費

日

［ 本年度予算額 前年度予算額 比   較

千 円 千 円 千 円

251 429 △ 178

本 年 度 予 算 額 の 財 源、 内 訳

特 定
オ

つ

ロ
メ 源

一般財源
国府支出金 地 方 債 そ の 他

千 円 千 円 千 円 千 円

計 0 251

1-般 被保険

者療養給付

費

4,528,886

(財源内訳 )

普通交付金

4,259,435 269,451 4,528,886

4,528,886

2退職被保険

者等療養給

付費

360

(財源内訳 )

普通交付金

360 0 360

360

3-般 被保険

者療養費

64,629

(財源内訳)

普通交付金

68,260 △ 3,631 64,629

64,629

4退職被保険

者等療養費

120

(財源内訳 )

普通交付金

|

|

120 0 120

120

5審査支払手

数料

14,277 13,538 739 14,277

計 4,608,272 4,341,713 266,559 4,593,995 0 0 14,277

一国 22-
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消耗品費

節

説 明

千 円

D二    う) 金   額

千 円

18負担金・補助

及び交付金

18負担金・補助

及び交付金

18負担金・補助

及び交付金

18負担金・補助

及び交付金

4.528,886 242年金・保険制度の適正運用

Ol保険給付事業

一般被保険者療養給付費負担金

4,528,886

4,528,886

360 242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

退職被保険者等療養給付費負担金

242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

一般被保険者療養費負担金

360

360

64,629

64,629

64,629

120

14,277

242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

退職被保険者等療養費負担金

242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

手数料

120

120

14,277

14,277

11役務費
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2款 保険給付費

2項 高額療養費

2款 保険給付費

3項 移送費

目 本年度予算額 前年度予算額 比   較

千円

722,942

千円

577,860

千円

145,0821-般被保険

者高額療養

費

(財源内訳)

普通交付金

2退職被保険

者等高額療

養費

120

(財源内訳 )

普通交付金

|

120

|

0

3-般被保険

者高額介護

合算療養費

400 300 100

(財源内訳 )

普通交付金

4退職被保険

者高額介護

合算療養費

100 100 0

(財源内訳 )

普通交付金

5外来年間合

算高額療養

費

2,000

(財源内訳 )

普通交付金

1,700 300

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ  の 他

千円

722,942

千 円 千 円 千 円

722,942

120

120

400

400

100

100

0 0 0

2,000

2,000

計 725,562 580,080 145,482 725,562

1-般被保険

者移送費

10

(財源内訳 )

普通交付金

10 10

10

2退職被保険

者等移送費

1

(財源 内訳 )

普通交付金

1

一国 24-



節

説 明
区  分 金  額

千円

722,94218負担金・補助

及び交付金

18負担金・補助

及び交付金

120

18負担金・補助

及び交付金

400

千 円

242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

一般被保険者高額療養費負担金

722,942

722,942

242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

退職被保険者等高額療養費負担金

120

120

242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

一般被保険者高額介護合算療養費負担金

400

400

18負担金・補助

及び交付金

100 242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

退職被保険者高額介護合算療養費負担金

100

100

18負担金・補助

及び交付金

|

2,000 242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

外来年間合算高額療養費負担金

2,000

2,000

|

18負担金・補助

及び交付金

10 242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

一般被保険者移送費負担金

10

10

18負担金・補助

及び交付金

242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

退職被保険者等移送費負担金

一国 25-
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2款 保険給付費

3項 移送費

2款 保険給付費

4項 出産育児諸費

1出産育児一

時金

15,968

(財源内訳 )

|

16,809 △ 841

出産育児一時金繰入金

|

10,640

10,640

5,328

計 15,968 16,809 △841 0 0 10,640 5,328

2款 保険給付費

5項 葬祭諸費

1葬祭費 4,450 4,900 △ 450 4,450

計 4,450 4,900 △ 450 4,450

2款 保険給付費

6項 精神 。結核医療付加金

1精神・結核

医療付加金

8,202 7,149 1,053 8,202

計 8,202 7,149 1,053 8,202

目 本年度予算額 前年度予算額 比   較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

計

千円

11

千 円

ll

千 円

0

千円

11

千円

0

千 円

0

千円

0
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節

説 明
区  分 金   額

千 円 千 円

18負担金・補助

及び交付金

4,450 242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

葬祭費給付金

4,450

4,450

18負担金・補助

及び交付金

8,202 232生活の安定の確保

01保険給付事業

精神・結核医療付加金

8,202

8,202

11役務費 242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

手数料

出産育児一時金

15,968

8

15,960

18負担金・補助

及び交付金

]5,960
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2款 保険給付費
7項 傷病手当金

3款 国保事業費納付金

1項 医療給付費分

目 本年度予算額

千円

865

前年度予算額 比   較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

1傷病手当金

千円

1,298

千円

△ 433

千 円 千 円 千 円 千円

865

計 865 1,298 △ 433 0 0 0 865

1-般 被保険

者医療給付

費分

|           |

1.339.4741    1.177.1521      162.322
・

| 

・ ・

|

(財源内訳)

災害臨時特例交付金

社会保障・税番号制度システム整備費

国庫補助金

特別交付金 (保険者努力支援分)

特別交付金 (特別調整交付金分 )

特別交付金 (府繰入金 2号分 )

保険基盤安定繰入金 (保険料軽減分)

保険基盤安定繰入金 (保険者支援分)

財政安定化支援事業繰入金

その他一般繰入金

未就学児均等割保険料繰入金

国民健康保険財政調整基金とりくず し

一般被保険者延滞金

一般被保険者第二者納付金

一般被保険者第二者納付金過年度分

一般被保険者無資格受診返納金

一般被保険者返納金過年度分

62,086

28,702

125

33,257

543,712

175,969

91,585

17,542

14,192

2,956

228,000

3,700

5,425

1

3,031

1,311

733,676
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242年金・保険制度の適正運用

01保険給付事業

傷病手当金

千 円

865

節

説 明
金 額

865

区  分

千円

86518負担金・補助

及び交付金

18負担金・補助

及び交付金

1 242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

一般被保険者医療給付費納付金

1,339,474

1,339,474
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3款 国保事業費納付金

1項 医療給付費分

3款 国保事業費納付金  .
2項 後期高齢者支援金等分

3款 国保事業費納付金

3項 介護納付金分

1介護納付金

分

175,812

(財源内訳)

156,484 19,328

保険基盤安定繰入金 (保険料軽減分)

保険基盤安定繰入金 (保険者支援分)

30,735

20,697

10,038

145,077

日 本年度予算額 前年度予算額 比   較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

2退職被保険

者等医療給

付費分

1891 7591

(財源内訳 )

退職被保険者等延滞金

退職被保険者等第二者納付金

退職被保険者等無資格受診返納金

退職被保険者等返納金過年度分

千円

△ 570

千 円 千 円 千円

160

千円

29

90

50

19

1

計 1,339,663 1,177,91】 161,752 62 086 0 543,872 733,705

59

345,74587,028△ 1,426434,199

57.166

432,773

(保険料軽減分 )

(保険者支援分 )

(財源内訳 )

保険基盤安定繰入金

保険基盤安定繰入金

一般被保険

者後期高齢

者支援金等

分

△ 15759 2162退職被保険

者等後期高

齢者支援金

等分

87,028 345,804434,415 △ 1,583計 432,832

―国 30-
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節

説 明
区  分 金  額

18負担金・補助

及び交付金

千円

189

千 円

242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

退職被保険者等医療給付費納付金

189

189

18負担金・補助

及び交付金

432,773 242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

一般被保険者後期高齢者支援金等納付金

432,773

432,773

18負担金・補助

及び交付金

59 242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

退職被保険者等後期高齢者支援金等納付金

59

59

18負担金・補助

及び交付金

175,812 242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

介護納付金

175,812

175,812
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3款 国保事業費納付金

3項 介護納付金分

4款 共同事業拠出金

1項 共同事業拠出金

1共同事業拠

出金

1

(財源内訳 )

10 △ 9

職員給与費・事務費繰入金

計 10 △ 9

5款 保健事業費

1項 保健事業費

1保健事業費
|

23,022 22,820 202 23,022

計 23,022 22,820 202 23,022

目 本年度予算額 前年度予算額 比   較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

計

千円

175,812

千円

156,484

千円

19,328

千 円

0

千 円

0

千円

30,735

千円

145,077
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節

説 明
区   分 金   額

千 円 千 円

242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

年金受給権者一覧表共同事業事務費拠出金

18負担金・補助

及び交付金

1報酬 1,127 211健康づくりの促進

01保健事業

会計年度任用職員報酬 3人

講師謝礼

会計年度任用職員費用弁償 (通 勤手当相当分 )

消耗品費

通信運搬費

手数料

検診委託料

後発医薬品差額通知作成委託料

健康マイレージ管理システム使用料

23,022

1,127

32

147

687

1,456

1,879

16,698

866

130

7報償費 32

8旅費 147

10需用費 687

11役務費 3,335

12委託料 17,564

13使用料及び賃

借料

130
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5款 保健事業費
2項 特定健康診査等事業費

6款 基金積立金

1項 基金積立金

目 本年度予算額 前年度予算額 比   較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

千円 |     千円 |

77.6641       72.3681

1               1

(財源内訳 )

特別交付金 (特定健康診査分)

千円

5,2961特定健康診

査等事業費

千円

25,363

25,363

千 円 千 円 千円

52,301

計 77.664 72,368 5,296 25,363 0 0 52,301

1国保財政調

整基金等積

立金

1,052

(財源 内訳 )

1,038 14

国民健康保険財政調整基金利子

国民健康保険出産費資金貸付基金利子

1,052

1,051

1

計 1,052 1,038 14 1,052

一国 34-
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節

説 明
区   分 金  額

1報酬

千円

129

千 円

211健康づくりの促進

01保健事業

会計年度任用職員報酬 2人

講師謝礼

消耗品費

印刷製本費

通信運搬費

手数料

特定健康診査等手数料

特定健康診査委託料

特定保健指導委託料

特定健康診査用端末等保守委託料

77.664

129

30

205

408

1,074

137

2,030

71,431

2,120

100

7報償費 30

10需用費 613

11役務費 3,241

12委託料 73,651

24積立金 1,052 242年金・保険制度の適正運用

01国保財政調整基金等積立事業

国民健康保険財政調整基金積立金

国民健康保険出産費資金貸付基金積立金

1,052

1,051

1
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7款 諸支出金

1項 償還金及び還付加算金

7款 諸支出金

2項 繰出金

1-般会計繰

出金

計

8款 予備費

1項 予備費

目 本年度予算額 前年度予算額 比   較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

一般被保険

者保険料償

還金及び還

付加算金

千円

4,467

千円

4,467

1

千円

0

千 円 千 円 千 円 千円

4,467

2国庫支出金

等返納金

1 0 1

3府支出金等

返納金

1 1 0 1

退職被保険

者等保険料

償還金及び

還付加算金

108 △ 108

計 4,469 4,577 △ 108 4,469

1予備費 20,000 20,000 20,000
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節

金 額
説 明

区   分

千円

4,467

千 円

22償還金・利子 |

及び割引料

242年金・保険制度の適正運用

01保険料賦課徴収事業

保険料償還金及び還付加算金

4,467

4,467

22償還金・利子

及び割引料

1 242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

国庫支出金等返納金

22償還金・利子 |

242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

府支出金等返納金

及び割引料

(廃 目)

27繰出金 242年金・保険制度の適正運用

01精算繰出金事業

一般会計繰出金
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8款 予備費

1項 予備費

曰

【 本年度予算額 前年度予算額 比   較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

国府支出金 地 方 債 そ  の 他
一般財源

千円

0

千円

0

千円

0

千円

20,000計

千円

20,000

千円

20,000

千円

0
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節

説 明
区   分 金  額

千 円 千 円
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給 与 費 明 細 書

1特 別 職

2-般 職

(1)総  括
人

時間勤 職 員 の外 きである。※ は 、

期末勤勉 退  I「哉 児 豊 二 単身赴任
管理職員
特別勤務

言|ト

18,264 0 33,183

21,695 180 37,642

△ 3,431 △ 180 △ 4,459

給 与 費
共済費 合 計 備 考

地域手当
その他
の手当

言十

区 分 職員数

報 酬 給 料 期末手当

250 250本年度 13 250

375 375375前年度 13

△ 125 △ 125△ 125Lヒ  :咬

給 与 費

共済費
〓
一
ロ〈

日 備 考

報 酬 給 料 職員手当等

区 分 職員数

79,561 14,307 93,868
会計年度任用職
員9人を含む本年度

(0)

22
4,419 41,959 33,183

109,794
会計年度任用職
員13人を含む

37,642 94,089 15,705前年度
(2)

26
7,394 49,053

△ 4,459 ∠ゝ 14,528 △  1,398 ∠ゝ 15,926比  較
(△ 2)

△ 4
△ 2,975 △ 7,094

職

員

手
当
等

の
内

訳

区分 扶  養 地  域 住  居 通  勤 特殊勤務 時 間 外 夜問勤務 管 理 職

本年度 156 5,054 949 l,620 5,990 1,150

前年度 276 5,920 666 1,771 5,990 1,144

ルヒ較 △ 120 △ 866 283 △ 151 0 6

一国 40-



(2)給料及び職員手 当等の増減額の明細

千 円 人 %
区分 増減額 増減事山別内訳 説  明 備 考

昇給に伴う増加
分

850 平均昇給率 2.04%

給 料 △ 7,094

その他の増減
う〉

2 △ 7,944 職員の異動等によるもの

職員数の異動状況

本年度 13(う ち常勤一般職職員 13

名 )

前年度 15(う ち常勤一般職職員 13

名 )

増 減 △2

△ 866 職員の異動等によるもの
地域手当の増

減分
1

△ 3,431 職員の異動等によるもの期末勤勉手当
の増減分

2
職員手
当等

∠ゝ .1,459

その他の増減

分
3 △ 162 職員の異動等によるもの
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(3)給料及び職員手当等の状況

ア リl哉 員 1人 当たりの給与

イ 初任給 (令和4年4月 1‖ )

立:円

※再任用短時間勤務職員を除く。

(単

一般行政職ヽ
フ

′
ノ

区

266,508平均給料月額

313,292平均給与月額

34歳 2月平均年齢 (歳 )

令和4年 1月 1日 現在

平均給料月額 277,185

平均給与月額 327,309

35歳 4月平均年齢 (歳 )

令和3年 1月 1日 現在

国の制度
一般行政職

一般行政職 (一般職 )

区
ヽ
フ

ノ
一ノ

150,600154,900高 校 卒

182,200188,700大 学 卒
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ウ 級別職員数

(級別の基準となる職務 )

※その他の職種は除く。

※(  )内は、再任用短時間勤務職員数及び構成比の外書きである。

※構成比の欄は、級の区分ごとに端数処理をしているため計が合わないことがある。

エ

一般行政職

区  分

級 職員数 構成比

7級

6級 15.4

5級

7.74級

/  ヽ
ヽ
~ソ

6

(― )

46.2
3級

7.72級

23.11級

/  ヽ
ヽ
~ノ

13

/  ヽ
ヽ
~ノ

100.0
言十

令和4年 1月 1日 現在

区 分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

一般行政職 部 長

次 長

課 長

課長補佐
係 長

総括主査

主 査

主 事

技 師

主 事

技 師

一国43-



工 期末手 当・勤勉手当

オ 地域手当

力 その他の手当

※ は の で日

月

る

%、 人)

の る

支給期別支給率 職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

備 考

12月
支給率計

6月
区  分

(2.35)

4.45

有

2.225

(1■ 75)(1■ 75)

2.225

本年度

有

2.225

(1■ 75) (2.35)

4.45

前年度

2.225

(L175)

(2.35)

4.45

有

(1■ 75)

2.225

(1

2.225

国の制度

国の制度 (支給率 )支給率 支給対象職員数

12

′  ヽ
ヽ
~ノ

13

16

区分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同 じ

住居手当 同 じ

通勤手当 異なる
交通用具使用の場合、用具の種

類により額が異なる距離区分があ
る。
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